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第一部【企業情報】 

 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第110期中 第111期中 第112期中 第110期 第111期 

会計期間 

自 平成14年

４月１日

至 平成14年

９月30日

自 平成15年

４月１日

至 平成15年

９月30日

自 平成16年

４月１日

至 平成16年

９月30日

自 平成14年 

４月１日 

至 平成15年 

３月31日 

自 平成15年

４月１日

至 平成16年

３月31日

(1) 連結経営指標等      

売上高 (百万円) 17,286 16,623 17,793 35,674 34,759

経常損益 (百万円) 275 △222 220 510 260

中間(当期)純損益 (百万円) 122 △311 50 128 15

純資産額 (百万円) 11,081 10,740 11,391 10,506 11,512

総資産額 (百万円) 41,456 40,824 44,461 41,117 43,279

１株当たり純資産額 (円) 249.95 242.30 257.08 237.01 259.80

１株当たり中間(当期)純損益 (円) 2.76 △7.02 1.14 2.91 0.34

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益 
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 26.73 26.31 25.62 25.55 26.60

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 1,173 △284 346 3,570 1,214

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,931 256 △1,581 △3,680 △1,362

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 771 △365 179 792 397

現金及び現金同等物の中間期

末(期末)残高 
(百万円) 1,032 1,311 1,099 1,738 2,093

従業員数 (名) 1,470 1,528 1,535 1,534 1,520

(2) 提出会社の経営指標等  

売上高 (百万円) 14,550 12,771 14,033 29,016 27,102

経常損益 (百万円) 220 △382 △122 483 △48

中間(当期)純損益 (百万円) 133 △367 △148 206 △162

資本金 (百万円) 2,226 2,226 2,226 2,226 2,226

発行済株式総数 (千株) 44,524 44,524 44,524 44,524 44,524

純資産額 (百万円) 9,404 9,184 9,626 8,912 9,921

総資産額 (百万円) 33,096 31,880 34,791 31,589 34,461

１株当たり中間(年間)配当額 (円) － － － 3.00 3.00

自己資本比率 (％) 28.42 28.81 27.67 28.21 28.79

従業員数 (名) 928 905 882 917 889

（注）１ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

   ２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

   ３ 提出会社の経営指標等の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純損益」及び「潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純損益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省

略している。 
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２【事業の内容】 

(1) 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はない。 

 

(2) 主要な関係会社の異動  

  主に、チェーンの販売を行うために、DID EUROPE S.R.L を設立し、関係会社（連結子会社）とした。  

 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となった。 

名称 住所 出資金 
主要な事業 

の内容 

議決権の所有

割合（％） 
関係内容 

（連結子会社）

DID EUROPE S.R.L 

イタリア国 

ボローニャ 
510千 EURO

動力伝動搬送

関連事業 
100.0

当社製品の販売 

役員の兼任 １名 

出向    １名 

 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成16年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

動力伝動搬送関連事業   904 

その他の事業   631 

合  計 1,535 

（注）従業員数は就業人員である。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成16年９月30日現在

従業員数（名）  882 

 

(3) 労働組合の状況 

   労使関係については、特に記載すべき事項はない。 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

   当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、中国をはじめとする海外経済の継続的な拡大による輸出の

増加や企業業績の回復などを背景に、緩やかながら回復傾向をたどったが、雇用面では依然として回復実感

に乏しく、経済成長率にもかげりが見られるなか、原材料、原油の価格高騰も加わり、先行き懸念が残る状

況で推移した。 

   このような状況のもと、欧州に販売子会社を新たに設立し、インドネシア、タイ国の生産拠点の設備を増

強するなど、海外拠点の生産及び販売の強化に努めるとともに、国内では、新規事業である高齢者向け優良

賃貸住宅「はるる」の運営を開始した。また、当社は需要ニーズの強い製品を弾力的・効率的に生産するた

めに、工場のレイアウト変更及び設備の増強を行い、予算管理の徹底、在庫の圧縮及びコスト低減に努めて

きた。一方、当連結会計年度より役員退職慰労引当金を設定し、当中間連結会計期間の発生額を販売費及び

一般管理費に、過年度相当分を特別損失に計上した結果、当中間連結会計期間の連結売上高は17,793百万円

（前年同期比7.0％増）、連結経常利益は220百万円、連結中間純利益は50百万円となった。 

 

  セグメント別概況はつぎのとおりである。  

 

＜動力伝動搬送関連事業＞ 

  二輪車用チェーンは、海外向け補修市場は東南アジアを中心に前年同期を若干下回ったが、国内完成車向け

の販売が好調であったため、売上高は前年同期を上回った。 

  四輪車用チェーンは、既存車種の好調に加え、新機種への参入もあり、売上高は前年同期を上回った。 

  産業機械用チェーンは、国内景気の回復に加え、米国子会社の販売が好調に推移し、売上高は前年同期を上

回った。 

  搬送関連設備は、民間企業の環境関連設備投資が旺盛であったため、バイオマスボイラ発電設備、廃プラス

チック処理設備の受注が好調に推移し、売上高は前年同期を上回った。 

  その結果、当セグメントの売上高は前年同期比8.3％増の10,553百万円となった。 

 

＜その他の事業＞ 

  北米向けのアルミリムが大きく増えたことに加え、バギー用ホイールや農業機械用ホイールが好調に推移し、

売上高は前年同期を上回った。 

  階段昇降機は、公共施設向けを中心に車いす式が低調であったため、売上高は前年同期を下回った。 

  その結果、当セグメントの売上高は前年同期比5.2％増の7,240百万円となった。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

   当中間連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動では

346百万円の増加、投資活動で1,581百万円の減少、財務活動で179百万円の増加、並びに現金及び現金同等

物に係る換算差額が８百万円減少したことにより、前連結会計年度末に比べ1,063百万円減少し、また、新

規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高69百万円の増加があり、当中間連結会計年度末には1,099百

万円となった。 

 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は346百万円（前年同期比631百万円増）となった。これは主に税金等調整前中

間純利益の増加、仕入債務の増加によるものである。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は1,581百万円（前年同期比1,838百万円増）となった。これは主に有形固定資

産の取得によるものである。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果得られた資金は179百万円（前年同期比545百万円増）となった。これは主に借入による収入

によるものである。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

   当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

動力伝動搬送関連事業 9,876 9.2  

その他の事業 5,285 7.2  

合  計 15,162 8.5  

（注）１ セグメント間取引については、相殺消去している。 

   ２ 金額は、販売価格による。 

   ３ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

 

(2) 受注実績 

   当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

動力伝動搬送関連事業 10,935 6.1 3,933 △4.9

その他の事業 7,584 5.3 2,569 4.9

合  計 18,520 5.8 6,502 △1.3

（注）１ セグメント間取引については、相殺消去している。 

   ２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

 

(3) 販売実績 

   当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

動力伝動搬送関連事業 10,553  8.3  

その他の事業 7,240  5.2  

合  計 17,793  7.0  

（注）１ セグメント間取引については、相殺消去している。 

   ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
相手先 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

 本田技研工業㈱ 2,748 16.5 2,776 15.6

 スズキ㈱ 1,678 10.1 1,465 8.2

   ３ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 
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３【対処すべき課題】 

  当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及

び新たに生じた課題はない。 

 
４【経営上の重要な契約等】 

  当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。 

 

５【研究開発活動】 

  当社グループの研究開発活動は、新製品の研究開発及び既存製品の基礎研究、用途開発を技術部、ＡＳ事業

部にて行っており、研究開発費の総額は 112 百万円である。 

 

 (1) 動力伝動搬送関連事業 

    二輪車用ドライブチェーン 

     これまでになく線径が細かいＰ２リングを設計し、シールチェーンでは初めて段ピンを採用するなど

レース用として極限まで総幅を狭く、軽量・高剛性を高めたドライブチェーンを開発した。このチェー

ンを装着したチームがモーターサイクル最高峰レースｍｏｔｏＧＰで総合優勝した。そのチェーンを量

産化し、補修市場向けに販売を開始した。 

 

 (2) その他の事業 

     二輪車用アルミリム 

     従来の加工方法では、強度・品質精度の成立が困難とされてきたスポーク側が単一円弧とする形状の

リム成形加工・スポーク穴加工の研究を行い、斬新なデザインのスムージーリムを開発した。その斬新

なデザイン性を海外二輪メーカーから高く評価頂き、今期上期から量産納入を開始した。 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

   前連結会計年度末に計画していた重要な設備計画の変更は次のとおりである。 

 ① 動力伝動搬送関連事業における提出会社の二輪・四輪用チェーン生産システム再整備は、生産都合により

完成予定年月が平成 17 年１月から平成 17 年３月に変更となった。 

 ② その他の事業における提出会社の鉄リムメッキ装置更新は、仕様変更により投資金額が当初の 384 百万円

から 447 百万円に変更となった。また、完成予定年月も平成 17 年１月から平成 17 年３月に変更となった。 

 

(2) 重要な設備計画の完了 

   前連結会計年度末に計画していた重要な設備計画の完了は次のとおりである。 

 ① その他の事業における提出会社の高齢者向け賃貸住宅用地、建物の買取り及び改修は平成 16 年７月に完

了した。 

 ② その他の事業における P.T.DAIDO INDONESIA MANUFACTURING（連結子会社）の鉄リムメッキライン増設は

平成 16 年７月に完了した。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 120,000,000 

計 120,000,000 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

(平成16年９月30日) 

提出日現在発行数(株)

(平成16年12月24日)

上場証券取引所名 

又は 

登録証券業協会名 

内容 

東京証券取引所 

市場第１部 
普通株式 44,524,806 44,524,806 

大阪証券取引所 

市場第１部 

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式 

計 44,524,806 44,524,806 － － 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項なし。 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総数

増減数(株) 

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減

額(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金増

減額(百万円) 

資本準備金残

高(百万円) 

平成16年４月１日       

～ － 44,524,806 － 2,226 － 1,551 

平成16年９月30日       

 

 

(4) 【大株主の状況】 平成16年９月30日現在

氏名又は名称 住 所 
所有株式数

（千株） 

発行済株式総数に対する

所有株式の割合(％) 

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１ 2,081 4.67

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 1,379 3.10

ダイド興産有限会社 石川県加賀市大聖寺耳聞山町７１－１ 1,308 2.94

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－３３ 1,303 2.93

大同生命保険株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀１－２－１ 1,298 2.92

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３－２１－２４ 1,291 2.90

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 1,291 2.90

新家萬里子 石川県加賀市大聖寺耳聞山町７１－１ 1,287 2.89

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 1,237 2.78

株式会社メタルワン 東京都港区芝３－２３－１ 1,170 2.63

計 － 13,648 30.65

（注）上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。 

    住友信託銀行株式会社      127千株 
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(5) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 平成16年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

（自己保有株式） 

普通株式   17,000
－ 

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

（相互保有株式） 
完全議決権株式(自己株式等) 

普通株式 555,000

 

－ 
同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式 43,717,000 43,717 同上 

単元未満株式 普通株式 235,806 － 同上 

発行済株式総数            44,524,806 － － 

総株主の議決権 － 43,717 － 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式19,000株（議決権19個）

が含まれている。 

 

②【自己株式等】 平成16年９月30日現在

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株) 

所有株式数

の合計(株) 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

（自己保有株式） 

大同工業株式会社 
石川県加賀市熊坂町イ197番地 17,000 － 17,000 0.04

（相互保有株式） 

新星工業株式会社 
名古屋市中川区中郷４丁目75番地 305,000 － 305,000 0.69

（相互保有株式） 

株式会社和泉商行 
大阪市西区京町堀１丁目７番20号 70,000 － 70,000 0.16

（相互保有株式） 

株式会社月星製作所 
石川県加賀市永井町71の１番地の１ 180,000 － 180,000 0.40

計 － 572,000 － 572,000 1.28

 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 
平成16年 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

最高(円) 238 214 230 234 233 224 

最低(円) 211 176 194 210 201 203 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

 
３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの、役員の異動は次のとおりである。 

役員の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 

（管理本部経営企画部 

海外担当部長） 

取締役 

（非常勤） 
中野金一郎 平成16年８月１日 



- 10 - 

第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1） 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成 11 年

大蔵省令第 24 号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

   なお、前中間連結会計期間（平成 15 年４月１日から平成 15 年９月 30 日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成 16 年４月１日から平成 16 年９月 30 日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

   ただし、当中間連結会計期間（平成 16 年４月１日から平成 16 年９月 30 日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成 16 年１月 30 日内閣府令

第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

 

（2） 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 52 年大蔵省

令第 38 号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

   なお、前中間会計期間（平成 15 年４月１日から平成 15 年９月 30 日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成 16 年４月１日から平成 16 年９月 30 日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成している。 

   ただし、当中間会計期間（平成 16 年４月１日から平成 16 年９月 30 日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成 16 年１月 30 日内閣府令第５

号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

 

（3） 当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記

載していたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更した。なお、

比較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組み替え表示して

いる。 

 

２ 監査証明について 

  当社は、証券取引法第 193 条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成 15 年４月１日から平成 15 年

９月 30 日まで）及び前中間会計期間（平成 15 年４月１日から平成 15 年９月 30 日まで）の中間連結財務諸表

及び中間財務諸表については、朝日監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間（平成 16 年４月１

日から平成 16 年９月 30 日まで）及び当中間会計期間（平成 16 年４月１日から平成 16 年９月 30 日まで）の

中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 

  なお、従来から当社が監査証明を受けている朝日監査法人は、平成 16 年１月１日に名称を変更し、あずさ

監査法人となっている。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 
前中間連結会計期間末 

(平成 15 年９月 30 日) 

当中間連結会計期間末 

(平成 16 年９月 30 日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成 16 年３月 31 日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％)

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金   1,923 1,600   2,590

 ２ 受取手形及び売掛金   8,657 9,615   9,067

 ３ 有価証券   0 0   0

 ４ たな卸資産   5,071 5,647   5,048

 ５ 繰延税金資産   499 377   323

 ６ その他   440 783   299

   貸倒引当金   △11 △17   △12

  流動資産合計   16,581 40.6 18,006 40.5  17,316 40.0

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産 ※1,2    

  (1) 建物及び構築物   3,887 4,453   3,723

  (2) 機械装置及び運搬具   6,059 5,986   5,978

  (3) 土地   2,174 2,705   2,694

  (4) 建設仮勘定   320 491   575

  (5) その他   447 392   434

  有形固定資産合計   12,889 31.6 14,030 31.6  13,405 31.0

 ２ 無形固定資産     

  (1) 営業権   309 266   274

  (2) ソフトウェア   7 14   6

  (3) その他   11 13   11

  無形固定資産合計   327 0.8 294 0.7  291 0.7

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 投資有価証券 ※2,4  10,469 11,483   11,577

  (2) 繰延税金資産   60 147   115

  (3) その他 ※4  500 501   576

    貸倒引当金   △4 △4   △4

  投資その他の資産合計   11,025 27.0 12,127 27.3  12,263 28.3

  固定資産合計   24,242 59.4 26,453 59.5  25,961 60.0

Ⅲ 繰延資産   0 0.0 1 0.0  1 0.0

  資産合計   40,824 100.0 44,461 100.0  43,279 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成 15 年９月 30 日) 

当中間連結会計期間末 

(平成 16 年９月 30 日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成 16 年３月 31 日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％)

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債      

 １ 支払手形及び買掛金   5,031  6,347   5,493

 ２ 短期借入金 ※2  7,701  6,281   6,816

 ３ １年以内に償還予定の社債 ※2  －  1,500   －

 ４ 未払法人税等   13  56   225

 ５ 未払消費税等   97  －   100

 ６ 賞与引当金   431  400   375

 ７ その他   1,317  1,474   1,298

  流動負債合計   14,593 35.7  16,061 36.1  14,309 33.1

Ⅱ 固定負債      

 １ 社債 ※2  3,500  2,100   3,600

 ２ 長期借入金 ※2  3,824  6,222   5,375

 ３ 繰延税金負債   935  1,004   1,091

 ４ 退職給付引当金   4,484  4,744   4,698

 ５ 役員退職慰労引当金   －  163   －

 ６ 連結調整勘定   7  3   5

  固定負債合計   12,751 31.2  14,239 32.0  14,770 34.1

  負債合計   27,344 67.0  30,300 68.2  29,080 67.2

           

（少数株主持分）           

  少数株主持分   2,739 6.7  2,769 6.2  2,686 6.2

      

（資本の部）      

Ⅰ 資本金   2,226 5.5  2,226 5.0  2,226 5.1

Ⅱ 資本剰余金   1,551 3.8  1,551 3.5  1,551 3.6

Ⅲ 利益剰余金   3,896 9.5  4,140 9.3  4,222 9.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金   3,170 7.8  3,679 8.3  3,712 8.6

Ⅴ 為替換算調整勘定   △67 △0.2  △168 △0.4  △162 △0.4

Ⅵ 自己株式   △36 △0.1  △38 △0.1  △37 △0.1

  資本合計   10,740 26.3  11,391 25.6  11,512 26.6

  負債、少数株主持分及び資本合

計 

  

40,824 100.0

 

44,461

 

100.0 

 

43,279 100.0
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②【中間連結損益計算書】 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％)
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％)

Ⅰ 売上高  16,623 100.0 17,793 100.0  34,759 100.0

Ⅱ 売上原価  14,480 87.1 15,288 85.9  29,814 85.8

  売上総利益  2,142 12.9 2,505 14.1  4,945 14.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 2,330 14.0 2,398 13.5  4,637 13.3

  営業利益又は営業損失(△)  △188 △1.1 107 0.6  308 0.9

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息  35 28  46 

 ２ 受取配当金  35 48  71 

 ３ 原材料売却益  32 44  69 

 ４ 貯蔵品売却益  19 6  39 

 ５ 持分法による投資利益  10 26  75 

 ６ その他  76 211 1.3 123 278 1.6 180 483 1.4

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  138 129  273 

 ２ 為替差損  72 －  218 

 ３ その他  35 245 1.5 35 165 0.9 39 531 1.5

  経常利益又は経常損失(△)  △222 △1.3 220 1.2  260 0.8

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益  0 1  0 

 ２ 投資有価証券売却益  2 11  8 

 ３ 国庫補助金収入  － 200  － 

 ４ 貸倒引当金戻入額  0 2 0.0 0 213 1.2 0 9 0.0

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産売却損除却損  13 83  20 

 ２ 役員退職慰労金  207 122  207 

 ３ 過年度役員退職慰労引当金繰

入額 

 

－ 148

  

－ 

 ４ その他  19 240 1.4 18 373 2.1 19 246 0.7

  税金等調整前中間(当期)純利益又

は税金等調整前中間純損失(△) 

 
 

△460 △2.8
 

60

 

0.3 

 

23 0.1

  法人税、住民税及び事業税  13 42  262 

  法人税等調整額  △219 △205 △1.2 △139 △96 △0.5 △309 △47 △0.1

  少数株主利益  56 0.3 107 0.6  55 0.2

  中間(当期)純利益又は中間純損

失(△) 

 

△311 △1.9 50 0.3 

 

15 0.0
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③【中間連結剰余金計算書】 

 前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1,551 1,551 1,551

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高  1,551 1,551 1,551

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  4,617 4,222 4,617

Ⅱ 利益剰余金増加高   

 １ 中間（当期）純利益  － － 50 50 15 15

Ⅲ 利益剰余金減少高   

 １ 配当金  132 132  132

 ２ 中間純損失  311 －  －

 ３ 海外連結子会社の会計通貨変更に

よる利益剰余金減少高 

 

277 721 －

 

132 277 409

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高  3,896 4,140 4,222
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日

 至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・

フロー計算書 

(自 平成15年４月１日

 至 平成16年３月31日)

区分 
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

   税金等調整前中間（当期）純利益又は税金等

調整前中間純損失（△） 

 

△460

 

60 23

   減価償却費  809 824 1,648

   退職給付引当金の増減額（△：減少）  △10 45 204

   受取利息及び受取配当金  △71 △77 △117

   支払利息  138 129 273

   有形固定資産売却益  △0 △1 △0

   売上債権の増減額（△：増加）  684 △546 275

   たな卸資産の増加額  △491 △598 △469

   仕入債務の増減額（△：減少）  △255 1,118 100

   その他  △167 △338 △135

     小   計  175 617 1,801

   利息及び配当金の受取額  80 91 127

   利息の支払額  △140 △134 △278

   法人税等の支払額  △399 △227 △435

  営業活動によるキャッシュ・フロー  △284 346 1,214

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

   定期預金の預入による支出  △86 △3 △200

   定期預金の払戻による収入  700 0 927

   有価証券の取得による支出  △0 △0 △0

   投資有価証券の取得による支出  △200 △98 △200

   投資有価証券の売却による収入  306 124 325

   有形固定資産の取得による支出  △543 △1,585 △2,062

   有形固定資産の売却による収入  0 2 0

   貸付による支出  △35 △58 △80

   貸付金回収による収入  36 49 80

   その他  77 △13 △153

  投資活動によるキャッシュ・フロー  256 △1,581 △1,362

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

   短期借入金の純増減額（△：減少）  △61 243 △547

   長期借入による収入  200 1,114 1,800

   長期借入金の返済による支出  △370 △1,045 △818

   配当金の支払額  △132 △132 △132

   その他  △0 △0 97

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △365 179 397

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △33 △8 105

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△：減少）  △426 △1,063 355

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,738 2,093 1,738

Ⅶ 新規連結子会社の現金同等物の期首残高  － 69 －

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  1,311 1,099 2,093
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数  ６社 (1) 連結子会社の数  ７社 (1) 連結子会社の数  ６社  
  連結子会社名         連結子会社名         連結子会社名       
   ㈱大同ゼネラルサービス    ㈱大同ゼネラルサービス    ㈱大同ゼネラルサービス 
   ダイド工販㈱    ダイド工販㈱    ダイド工販㈱ 
   DAIDO CORPORATION OF  
   AMERICA   

   DAIDO CORPORATION OF  
   AMERICA   

   DAIDO CORPORATION OF  
   AMERICA   

   DID EUROPE S.R.L    P.T.DAIDO INDONESIA  
   MANUFACTURING    P.T.DAIDO INDONESIA  

   P.T.DAIDO INDONESIA  
   MANUFACTURING 

   新星工業㈱    MANUFACTURING    新星工業㈱ 
   DAIDO SITTIPOL CO.,LTD.    新星工業㈱    DAIDO SITTIPOL CO.,LTD. 
    DAIDO SITTIPOL CO.,LTD.  
   なお、DID EUROPE S.R.L は、

平成16年４月に設立し、その重
要性から連結子会社としてい
る。 

 

   
(2) 非連結子会社名 (2) 非連結子会社名 (2) 非連結子会社名 
   ㈱ダイド・オート    ㈱ダイド・オート    ㈱ダイド・オート 
   ㈱大同テクノ    ㈱大同テクノ    ㈱大同テクノ 
   ㈱ディ・アイ・エス    日研工業㈱    ㈱ディ・アイ・エス 
   日研工業㈱     日研工業㈱ 
  なお、日研工業㈱は、当中間
連結会計期間に株式を追加取得
し、関連会社から子会社となっ
た。 

  なお、㈱ディ・アイ・エス
は、当中間連結会計期間に清算
した。 

  なお、日研工業㈱は、当連結
会計年度中に株式を追加取得
し、持分法非適用関連会社から
非連結子会社となった。 

   
（連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 
  非連結子会社の総資産、売上
高、中間純損益及び利益剰余金
等は、いずれも中間連結財務諸
表に及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としての影響の重要
性がないので、非連結子会社と
している。 

  非連結子会社の総資産、売上
高、中間純損益及び利益剰余金
等は、いずれも中間連結財務諸
表に及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としての影響の重要
性がないので、非連結子会社と
している。 

  非連結子会社の総資産、売上
高、当期純損益及び利益剰余金
等は、いずれも連結財務諸表に
及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としての影響の重要性
がないので、非連結子会社とし
ている。 

   
２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法適用関連会社の数１社
会社名 

(1) 持分法適用関連会社の数１社
会社名 

(1) 持分法適用関連会社の数１社
会社名 

   ㈱月星製作所 同  左 同  左 
   
(2) 非連結子会社４社(㈱ダイド・
オート、㈱大同テクノ、㈱デ
ィ・アイ・エス、日研工業㈱)及
び関連会社１社(㈱和泉商行)に
ついては、それぞれ中間純損益
及び利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体とし
ても重要性がないため、持分法
を適用していない。 

(2) 非連結子会社３社(㈱ダイド・
オート、㈱大同テクノ、日研工
業㈱)及び関連会社１社(㈱和泉
商行)については、それぞれ中間
純損益及び利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため、
持分法を適用していない。 

(2) 非連結子会社４社(㈱ダイド・
オート、㈱大同テクノ、㈱デ
ィ・アイ・エス、日研工業㈱)及
び関連会社１社(㈱和泉商行)に
ついては、それぞれ連結純損益
及び利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体とし
ても重要性がないため、持分法
を適用していない。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３ 連結子会社の事業年度等に関

する事項 

   連結子会社６社のうち㈱大同

ゼネラルサービス、ダイド工販

㈱、新星工業㈱の中間決算日は

中間連結決算日と一致している

が、DAIDO CORPORATION OF 

AMERICA、P.T.DAIDO INDONESIA 

MANUFACTURING 及び DAIDO 

SITTIPOL CO.,LTD.の中間決算

日は６月30日である。 

   DAIDO CORPORATION OF 

AMERICA、P.T.DAIDO INDONESIA 

MANUFACTURING、DAIDO 

SITTIPOL CO.,LTD. については

中間連結決算日との差異期間の

重要な取引について、連結子会

社の中間会計期間にかかる中間

財務諸表を修正し、連結してい

る。 

   連結子会社７社のうち㈱大同

ゼネラルサービス、ダイド工販

㈱、新星工業㈱の中間決算日は

中間連結決算日と一致している

が、DAIDO CORPORATION OF 

AMERICA、DID EUROPE S.R.L、

P.T.DAIDO INDONESIA 

MANUFACTURING 及び DAIDO 

SITTIPOL CO.,LTD.の中間決算日

は６月30日である。 

   DAIDO CORPORATION OF 

AMERICA、DID EUROPE S.R.L、

P.T.DAIDO INDONESIA 

MANUFACTURING、DAIDO SITTIPOL 

CO.,LTD. については中間連結決

算日との差異期間の重要な取引

について、連結子会社の中間会

計期間にかかる中間財務諸表を

修正し、連結している。 

   連結子会社６社のうち㈱大

同ゼネラルサービス、ダイド

工販㈱、新星工業㈱の決算日

は連結決算日と一致している

が、DAIDO CORPORATION OF 

AMERICA、P.T.DAIDO 

INDONESIA MANUFACTURING 及び

DAIDO SITTIPOL CO.,LTD.の決

算日は12月31日である。 

   DAIDO CORPORATION OF 

AMERICA、P.T.DAIDO 

INDONESIA MANUFACTURING、

DAIDO SITTIPOL CO.,LTD. に

ついては連結決算日との差異

期間の重要な取引について、

連結子会社の事業年度にかか

る財務諸表を修正し、連結し

ている。 

   
４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 
 有価証券  有価証券  有価証券 
 その他有価証券  その他有価証券  その他有価証券 
  時価のあるもの 
    中間決算末日の市場価格等
に基づく時価法（評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は主として移動
平均法により算定） 

  時価のあるもの 
 

同  左 

  時価のあるもの 
    会計期間末日の市場価格
等に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は主とし
て移動平均法により算定） 

  時価のないもの   時価のないもの   時価のないもの 
    移動平均法による原価法 同  左 同  左 
 たな卸資産  たな卸資産  たな卸資産 
    製品  主として売価還元

法による原価法 
 

同  左 
 
同  左 

    仕掛品 主として総平均法
による原価法 

  

    原材料・貯蔵品   
        主として移動平均

法による原価法 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却
の方法 
  有形固定資産 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却
の方法 
  有形固定資産 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却
の方法 
  有形固定資産 

   当社及び国内連結子会社は定
率法によっている。但し、平成
10年４月１日以降に取得した建
物（附属設備は除く）について
は、定額法によっている。な
お、耐用年数及び残存価額につ
いては法人税法に規定する方法
と同一の基準によっている。ま
た、在外連結子会社は当該国の
会計基準の規定に基づく定額法
によっている。 

 
 

同  左 

 
 

同  左 

  無形固定資産   無形固定資産   無形固定資産 
   営業権    営業権    営業権 
    商法規定の最長期間（５年
間）で均等償却している。ま
た、在外連結子会社は当該国
の会計基準の規定に基づいて
処理している。 

 
   ソフトウェア 
    ソフトウェア（自社利用
分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっている。 

 
   その他 
    定額法によっている。な
お、償却年数については、法
人税法に規定する方法と同一
の基準によっている。 

    ５年間で均等償却してい
る。また、在外連結子会社は
当該国の会計基準の規定に基
づいて処理している。 

 
 
   ソフトウェア 
 

同  左 
 
 
 
   その他 
 

同  左 

     
同  左 

 
 
 
 
   ソフトウェア 
 

同  左 
 
 
 
   その他 
 

同  左 

  繰延資産   繰延資産   繰延資産 
   社債発行差金    社債発行費    社債発行費 

同  左 
    商法の規定により毎期均等
額を償却している。なお、償
却期間は次のとおりである。 

    ３年間で均等償却してい
る。 

 
    社債発行差金：７年間    社債発行差金    社債発行差金 
     ７年間（社債償還期間）で

均等償却している。    
同  左 

   
    開発費  
     支出時の費用としている。  
   

 



- 19 - 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

(3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 
  貸倒引当金   貸倒引当金   貸倒引当金 
   売上債権、貸付金等の貸倒損
失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を勘案し
て回収不能見込額を計上してい
る。 
 

 
同  左 

 
同  左 

  賞与引当金   賞与引当金   賞与引当金 
   当社及び国内連結子会社の従
業員に対して支給する賞与の支
払に充てるため、支給見込額に
基づき計上している。 
 

 
同  左 

 
同  左 

  退職給付引当金   退職給付引当金   退職給付引当金 
   当社及び国内連結子会社にお
いて、従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当中間連結
会計期間末において発生してい
ると認められる額を計上してい
る。 
   なお、会計基準変更時差異
（4,395百万円）については、
主として10年による按分額を費
用処理している。 
   数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）に
より按分額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度より費用処理して
いる。 

   当社、国内連結子会社及び一
部の在外連結子会社において、
従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間連結会計
期間末において発生していると
認められる額を計上している。
   なお、会計基準変更時差異
（4,395百万円）については、
主として10年による按分額を費
用処理している。 
   数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）に
より按分額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度より費用処理して
いる。 
 

   当社、国内連結子会社及び一
部の在外連結子会社において、
従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当連結会計年度
末において発生していると認め
られる額を計上している。 
   なお、会計基準変更時差異
（4,395百万円）については、
主として10年による按分額を費
用処理している。 
   数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）に
より按分額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度より費用処理して
いる。 

   役員退職慰労引当金  
 

－ 
   当社及び国内連結子会社にお
いて、役員の退職慰労金の支出
に備えて、役員退職慰労金規定
に基づく中間期末要支給額を計
上している。 

 
－ 

(4) 重要なリース取引の処理方法 (4) 重要なリース取引の処理方法 (4) 重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によ
っている。 

 
同  左 

 
同  左 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 (5) 重要なヘッジ会計の方法 (5) 重要なヘッジ会計の方法 
 ①ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理によってい
る。また、為替予約が付されて
いる外貨建金銭債権について
は、振当処理を行っている。 
 
    

   繰延ヘッジ処理によってい
る。また、為替予約が付されて
いる外貨建金銭債権について
は、振当処理を行っている。 
   金利スワップについては、特
例処理の要件を満たしているの
で、特例処理を採用している。

   繰延ヘッジ処理によってい
る。また、為替予約が付されて
いる外貨建金銭債権について
は、振当処理を行っている。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象  ②ヘッジ手段とヘッジ対象  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段 為替予約 
 

   ヘッジ手段 為替予約 
         金利スワップ 

   ヘッジ手段 為替予約 
 

   ヘッジ対象 外貨建金銭債権    ヘッジ対象 外貨建金銭債権
         借入金の利息 

   ヘッジ対象 外貨建金銭債権

 ③ヘッジ方針  ③ヘッジ方針  ③ヘッジ方針 
   外貨建取引に対するリスクヘ
ッジ手段としてのデリバティブ
取引として、為替予約取引を行
うものとしている。 

   為替予約については、外貨建
取引に対するリスクヘッジ手段
としてのデリバティブ取引とし
て、為替予約取引を行うものと
している。 
   金利スワップについては、借
入金の金利変動リスクを回避す
る目的で金利スワップ取引を行
っており、ヘッジ対象の識別は
個別契約毎に行っている。  

   外貨建取引に対するリスクヘ
ッジ手段としてのデリバティブ
取引として、為替予約取引を行
うものとしている。 
 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 
   ヘッジ開始時から有効性判定
時点までの期間において、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段の相場変動
の累計を比較し、両者の変動額
等を基礎にして判断している。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 
   為替予約については、ヘッジ
開始時から有効性判定時点まで
の期間において、ヘッジ対象と
ヘッジ手段の為替相場の累計を
比較し、両者の変動額等を基礎
にして判断している。 
   金利スワップについては、リ
スク管理方針に従って、以下の
条件を満たす金利スワップを締
結している。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 
   ヘッジ開始時から有効性判定
時点までの期間において、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段の相場変動
の累計を比較し、両者の変動額
等を基礎にして判断している。

   Ⅰ 金利スワップの想定元本と
長期借入金の元本金額が一致
している。 

  Ⅱ 金利スワップと長期借入金
の契約期間及び満期が一致し
ている。 

  Ⅲ 長期借入金の変動金利のイ
ンデックスと金利スワップで
受払いされる変動金利のイン
デックスが一致している。 

  Ⅳ 長期借入金と金利スワップ
の金利改定条件が一致してい
る。 

  Ⅴ 金利スワップの受払条件が
スワップ期間を通して一定で
ある。 

   従って、金利スワップの特例
処理の要件を満たしているの
で、中間決算日における有効性
の評価を省略している。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

(6) 消費税等の会計処理の方法 (6) 消費税等の会計処理の方法 (6) 消費税等の会計処理の方法 

   税抜方式を採用している。 同  左 同  左 

   

(7) 納付税額及び法人税等調整額 (7) 納付税額及び法人税等調整額  

   当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は、

当連結会計年度において予定し

ている利益処分による圧縮積立

金の取崩しを前提として当中間

連結会計期間に係る金額を計算

している。 

   当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は、

当連結会計年度において予定し

ている利益処分による圧縮積立

金の積立及び取崩しを前提とし

て当中間連結会計期間に係る金

額を計算している。 

 

－ 

   

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

   手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってい

る。 

 

 

同  左 

 

同  左 
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会計処理の変更 

前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

 （役員退職慰労引当金の計上基準）  

 

－ 
 

 

  役員退職慰労金は、従来、支出

時の費用として処理していたが、

当連結会計年度より役員退職慰労

金規定に基づく期末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上する

方法に変更した。この変更は、前

連結会計年度及び当連結会計年度

における役員の異動により多額の

役員退職慰労金負担が発生したこ

とを機に、役員退職時における一

時的な支出の発生に対処すること

及び期間損益の適正化、財務体質

の健全化を図ることを目的として

行ったものである。 

  この変更に伴い、当中間連結会

計期間の発生額14百万円は販売費

及び一般管理費に、過年度分相当

額148百万円は特別損失に計上して

いる。この結果、従来の方法によ

った場合に比べ、営業利益及び経

常利益は14百万円減少し、税金等

調整前中間純利益は163百万円減少

している。 

 

－ 
 

 

   

 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

 （中間連結貸借対照表関係） 

 

－ 
 

  前中間連結会計期間において区分掲記していた

「未払消費税等」（当中間連結会計期間末49百万

円）は、負債、少数株主持分及び資本の合計額の

100分の５以下であるため、流動負債の「その他」

に含めて表示した。 

（中間連結損益計算書関係）  

  「営業外収益」のうち「原材料売却益」（当中間

連結会計期間32百万円）は、前中間連結会計期間に

おいて営業外収益の「その他」に含めて表示してい

たが、営業外収益の総額の10/100を超えたため、当

中間連結会計期間より区分掲記することとした。 

  なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「その

他」に含まれる「原材料売却益」は11百万円であ

る。 

 

－ 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成16年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額          28,671百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額          29,883百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        29,389百万円 

   

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

    中間連結財務諸表提出会社

の有形固定資産のうち本社工

場財団抵当、福田工場財団抵

当及び不動産抵当として短期

借入金1,700百万円（うち420

百万円は１年以内に返済予定

の長期借入金）、長期借入金

1,345百万円及び社債3,500百

万円発行に伴う銀行保証の担

保に供しているものは、下記

のとおりである。 

    中間連結財務諸表提出会社

の有形固定資産のうち本社工

場財団抵当、福田工場財団抵

当及び不動産抵当として短期

借入金1,370百万円、長期借入

金1,255百万円及び社債3,500

百万円（うち1,500百万円は１

年以内に償還予定の社債）発

行に伴う銀行保証の担保に供

しているものは、下記のとお

りである。 

    連結財務諸表提出会社の有

形固定資産のうち本社工場財

団抵当、福田工場財団抵当及

び不動産抵当として短期借入

金1,700百万円（うち420百万

円は１年以内に返済予定の長

期借入金）、長期借入金1,285

百万円及び社債3,500百万円発

行に伴う銀行保証の担保に供

しているものは、下記のとお

りである。 

  建物及び構築物    843百万円 

  機械装置及び運搬具 

                 334 〃 

  土  地       486 〃   

  合  計       1,663百万円 

 

  建物及び構築物    751百万円 

  機械装置及び運搬具 

                 326 〃 

  土  地       486 〃   

  合  計       1,564百万円 

 

  建物及び構築物   807百万円 

  機械装置及び運搬具 

             331 〃 

  土  地       486 〃    

  合  計      1,624百万円 

 

    中間連結財務諸表提出会社

の投資有価証券のうち7,901百

万円は短期借入金3,654百万円

（うち1,114百万円は１年以内

に返済予定の長期借入金）、

長期借入金1,607百万円の担保

に供している。 

 

    中間連結財務諸表提出会社

の投資有価証券のうち7,490百

万円は短期借入金2,746百万

円、長期借入金2,251百万円の

担保に供している。 

 

    連結財務諸表提出会社の投

資有価証券のうち8,725百万円

は短期借入金3,113百万円（う

ち573百万円は１年以内に返済

予定の長期借入金）、長期借

入金2,004百万円の担保に供し

ている。 

 

 ３ 輸出手形割引高 234百万円 

   受取手形裏書譲渡高 

            228 〃 

 ３ 輸出手形割引高   76百万円 

   受取手形裏書譲渡高 

            209 〃 

 ３ 輸出手形割引高 281百万円 

   受取手形裏書譲渡高 

            330 〃 

   

※４ 非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであ

る。 

  投資有価証券（株式） 

           1,090百万円 

※４ 非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであ

る。 

  投資有価証券（株式） 

           1,311百万円 

※４ 非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであ

る。 

  投資有価証券（株式） 

           1,309百万円 

    その他（出資金）  69 〃 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳は次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳は次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳は次のとおりである。 

   給料・賞与金   613 百万円 

   荷造費     101 〃 

   運賃      373 〃 

   旅費交通費    97 〃 

   地代家賃     68 〃 

   賞与引当金繰入額 

               88 〃 

   退職給付費用   85 〃 

   減価償却費    57 〃 

 

   給料・賞与金   632 百万円

   運賃      443 〃 

   賞与引当金繰入額 

            77 〃 

   退職給付費用   89 〃 

   給料・賞与金 1,331 百万円 

   荷造費      214 〃 

   運賃       800 〃 

   旅費交通費    187 〃 

   地代家賃     134 〃 

   賞与引当金繰入額 

            78 〃 

   退職給付費用  175 〃 

   減価償却費    115 〃 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成 15 年９月 30 日現在) 

現金及び預金勘定  1,923 百万円 

預入期間が３ヶ月  

を超える定期預金    △611 〃   

現金及び現金 

同等物             1,311 〃    

 

  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成 16 年９月 30 日現在)

現金及び預金勘定  1,600 百万円

預入期間が３ヶ月  

を超える定期預金    △501 〃   

現金及び現金 

同等物             1,099 〃   

 

  現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

(平成 16 年３月 31 日現在)

現金及び預金勘定   2,590 百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金   △497 〃   

現金及び現金 

同等物             2,093 〃   
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 
 取得価額

相当額

(百万円) 

減価償却
累計額相

当額（百
万円） 

中間期末
残高相当

額（百万
円） 

機械装置及

び運搬具 
83 51 31 

その他の有

形固定資産 
398 247 151 

合 計 481 298 183 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 
 取得価額

相当額

(百万円)

減価償却
累計額相

当額（百
万円） 

中間期末
残高相当

額(百万
円) 

機械装置及

び運搬具 
72 51 21

その他の有

形固定資産
290 189 101

合 計 363 241 122

（注） 

 

     同  左 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
 取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額相

当額（百
万円） 

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置及

び運搬具 
92 64 27

その他の有

形固定資産
412 281 131

合 計 505 345 159

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定している。 

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   １ 年 内     75百万円 

   １ 年 超    107 〃    

   合 計      183百万円 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。 

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   １ 年 内       68百万円

   １ 年 超      54  〃   

   合 計       122百万円

（注） 

 

     同  左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

   １ 年 内     72百万円

   １ 年 超     86 〃   

   合 計      159百万円

（注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

   支払リース料   43百万円 

   減価償却費相当額 

            43 〃 

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

   支払リース料    37百万円

   減価償却費相当額 

             37  〃 

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

   支払リース料    85百万円

   減価償却費相当額 

             85 〃 

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 

     同  左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 

     同  左 
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（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間末 （平成 15 年９月 30 日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価(百万円) 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
差額(百万円) 

(1) 株式 3,224 8,622 5,398

(2) 債券 

   国債・地方債等 － － －

   社債 － － －

   その他 － － －

(3) その他 27 23 △4

合  計 3,251 8,645 5,394

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 －

(2) その他有価証券 

   ＭＭＦ等 0

   非上場株式（店頭売買株式を除く） 12

   非上場債券 720

   関係会社株式 1,090

 

 当中間連結会計期間末 （平成 16 年９月 30 日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価(百万円) 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
差額(百万円) 

(1) 株式 3,202 9,423 6,220

(2) 債券 

   国債・地方債等 － － －

   社債 － － －

   その他 － － －

(3) その他 20 14 △5

合  計 3,223 9,438 6,215

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 －

(2) その他有価証券 

   ＭＭＦ等 0

   非上場株式（店頭売買株式を除く） 16

   非上場債券 718

   関係会社株式 1,311
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 前連結会計年度末 （平成 16 年３月 31 日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価(百万円) 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
差額(百万円) 

(1) 株式 4,487 9,515 5,028

(2) 債券 

   国債・地方債等 － － －

   社債 － － －

   その他 － － －

(3) その他 20 15 △4

合  計 4,507 9,531 5,023

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 満期保有目的の債券 －

(2) その他有価証券 

   ＭＭＦ等 0

   非上場株式（店頭売買株式を除く） 16

   非上場債券 720

   関係会社株式 1,309

 

 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間末（平成 15 年９月 30 日） 

  該当事項はない。 

  なお、為替予約取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いている。 

 

 当中間連結会計期間末（平成 16 年９月 30 日） 

  該当事項はない。 

  なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から

除いている。 

 

 前連結会計年度末（平成 16 年３月 31 日） 

  該当事項はない。 

  なお、為替予約取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いている。 
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（セグメント情報） 

 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成 15 年４月１日 至 平成 15 年９月 30 日） 

 動力伝動搬

送関連事業

(百万円) 

その他の事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

(百万円)

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 9,742 6,881 16,623 －  16,623

(2) セグメント間の内部売上高又は

振替高 23 442 466

 

(  466 

 

) －

   計 9,766 7,323 17,089 (  466 ) 16,623

営業費用 9,844 7,442 17,287 (  475 ) 16,811

営業利益又は営業損失（△） △78 △118 △197 8  △188

 

当中間連結会計期間（自 平成 16 年４月１日 至 平成 16 年９月 30 日） 

 動力伝動搬

送関連事業

(百万円) 

その他の事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

(百万円)

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 10,553 7,240 17,793  －  17,793

(2) セグメント間の内部売上高又は

振替高 0 517 518

 

(  518 

 

) －

   計 10,553 7,757 18,311 (  518 ) 17,793

営業費用 10,403 7,792 18,195 (  509 ) 17,686

営業利益又は営業損失（△） 149 △34 115 (    8 ) 107

 

前連結会計年度（自 平成 15 年４月１日 至 平成 16 年３月 31 日） 

 動力伝動搬

送関連事業

(百万円) 

その他の事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

(百万円)

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 20,175 14,584 34,759 －  34,759

(2) セグメント間の内部売上高又は

振替高 33 882 915

 

(  915 

 

) －

   計 20,208 15,466 35,675 (  915 ) 34,759

営業費用 20,043 15,339 35,383 (  931 ) 34,451

営業利益 164 127 292 15  308

（注）１ 事業区分は、製品の種類、性質、製造方法及び市場の用途を考慮して区分している。 

   ２ 各セグメントの主な製品は以下のとおりである。 

      動力伝動搬送関連事業・・・チェーン、コンベヤ 

      その他の事業・・・リム、スイングアーム、ホイール、スポーク、福祉機器、石油製品 
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【所在地別セグメント情報】 
前中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

 日本 

（百万円）

アジア 

（百万円）

米国 

(百万円)

計 

（百万円）

消去又は全社

（百万円） 

連結 

(百万円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 14,552 1,296 774 16,623 －  16,623

(2) セグメント間の内部売上高又

は振替高 562 118 － 680

 

(  680 

 

) －

   計 15,114 1,415 774 17,304 (  680 ) 16,623

営業費用 15,519 1,227 766 17,513 (  701 ) 16,811

営業利益又は営業損失（△） △405 188 7 △209 21  △188

 

当中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 日本 

(百万円)

アジア

(百万円)

米国 

(百万円)

欧州 

(百万円)

計 

(百万円)

消去又は全社

（百万円） 

連結 

(百万円)

売上高         

(1) 外部顧客に対する売上高 15,100 1,525 1,167 0 17,793 －  17,793

(2) セグメント間の内部売上高又

は振替高 1,633 118 － －

 

1,752 

 

(1,752 

 

) －

   計 16,734 1,644 1,167 0 19,546 (1,752 ) 17,793

営業費用 16,882 1,390 1,111 4 19,388 (1,702 ) 17,686

営業利益又は営業損失（△） △147 254 55 △4 157 (   50 ) 107

 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 日本 

（百万円）

アジア 

（百万円）

米国 

(百万円)

計 

（百万円）

消去又は全社

（百万円） 

連結 

(百万円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 30,452 2,635 1,672 34,759 －  34,759

(2) セグメント間の内部売上高又

は振替高 1,510 202 － 1,712

 

(1,712 

 

) －

   計 31,962 2,838 1,672 36,472 (1,712 ) 34,759

営業費用 32,046 2,543 1,570 36,160 (1,708 ) 34,451

営業利益又は営業損失（△） △83 294 101 312 (    4 ) 308

（注）国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

 アジア(百万円) その他(百万円) 合計(百万円) 

Ⅰ 海外売上高 2,085 2,271 4,357

Ⅱ 連結売上高 － － 16,623

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 12.5 13.7 26.2

 
当中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 アジア(百万円) その他(百万円) 合計(百万円) 

Ⅰ 海外売上高 2,486 2,000 4,487

Ⅱ 連結売上高 － － 17,793

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 14.0 11.2 25.2
 
前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 アジア(百万円) その他(百万円) 合計(百万円) 

Ⅰ 海外売上高 4,749 3,975 8,725

Ⅱ 連結売上高 － － 34,759

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 13.7 11.4 25.1

（注）１ 地域の区分は、地理的近接度によっている。 
   ２ 各区分に属する主な国又は地域 
     1） アジア・・・タイ、インドネシア、ベトナム 
     2） その他・・・北米、中南米、欧州 
   ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であり、当社が把握して
いる商社等の仲介業者を通じて行った輸出を含めている。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

 １株当たりの純資産額 

          242.30円 

 １株当たりの純資産額 

          257.08円 

 １株当たりの純資産額 

          259.80円 

 １株当たりの中間純損失 

           7.02円 

 １株当たりの中間純利益 

           1.14円 

 １株当たりの当期純利益 

            0.34円 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株

式が存在しないこと、かつ、１株

当たり中間純損失が計上されてい

るため記載していない。 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

   

   

 

（注） １株当たり中間（当期）純損益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日)

中間(当期)純利益又は中間純損失(△) 

（百万円） △311

 

50 15

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間(当期)純利益又は

中間純損失(△) （百万円） 
△311 50 15

普通株式の期中平均株式数（千株） 44 44 44

 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項なし。 

 

 

(2) 【その他】 

  該当事項なし。 
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２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 
前中間会計期間末 

(平成 15 年９月 30 日) 

当中間会計期間末 

(平成 16 年９月 30 日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成 16 年３月 31 日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％)

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  970 421  1,499 

 ２ 受取手形  1,922 2,209  1,737 

 ３ 売掛金  5,517 6,379  6,038 

 ４ たな卸資産  3,301 3,476  3,243 

 ５ 繰延税金資産  346 237  190 

 ６ その他  304 665  264 

   貸倒引当金  △7 △8  △5 

  流動資産合計  12,355 38.8 13,381 38.5  12,969 37.6

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 ※1,2   

  (1) 建物  2,195 2,874  2,145 

  (2) 機械及び装置  3,624 3,707  3,816 

  (3) 土地  － 1,850  1,840 

  (4) その他  2,152 700  1,043 

  有形固定資産合計  7,972 9,132  8,845 

 ２ 無形固定資産  86 67  75 

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券 ※2 8,334 9,207  9,229 

  (2) 関係会社株式  2,373 2,511  2,521 

  (3) その他  760 493  824 

    貸倒引当金  △4 △2  △4 

  投資その他の資産合計  11,463 12,209  12,570 

  固定資産合計  19,523 61.2 21,409 61.5  21,491 62.4

Ⅲ 繰延資産  0 0.0 0 0.0  0 0.0

  資産合計  31,880 100.0 34,791 100.0  34,461 100.0
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前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％)

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債      

 １ 買掛金  3,564 4,365  3,820 

 ２ 短期借入金 ※2 4,470 4,530  4,180 

 ３ １年以内に返済予定の長期借入

金 

 

※2 1,663 432

  

1,176 

 ４ １年以内に償還予定の社債 ※2 － 1,500  － 

 ５ 未払法人税等  6 21  159 

 ６ 未払消費税等  76 －  87 

 ７ 賞与引当金  363 339  310 

 ８ その他  884 1,133  984 

  流動負債合計  11,029 34.6 12,321 35.4  10,718 31.1

Ⅱ 固定負債    

 １ 社債 ※2 3,500 2,000  3,500 

 ２ 長期借入金 ※2 3,019 5,284  4,811 

 ３ 繰延税金負債  989 1,070  1,141 

 ４ 退職給付引当金  4,157 4,356  4,367 

 ５ 役員退職慰労引当金  － 131  － 

  固定負債合計  11,666 36.6 12,842 36.9  13,820 40.1

  負債合計  22,696 71.2 25,164 72.3  24,539 71.2

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   2,226 7.0  2,226 6.4  2,226 6.5

Ⅱ 資本剰余金      

 １ 資本準備金  1,551 1,551  1,551 

  資本剰余金合計   1,551 4.9  1,551 4.5  1,551 4.5

Ⅲ 利益剰余金      

 １ 利益準備金  556 556  556 

 ２ 任意積立金  1,835 1,733  1,835 

 ３ 当期未処分利益又は中間未処理

損失(△) 

 

△95 △70

  

109 

  利益剰余金合計   2,296 7.2  2,219 6.4  2,501 7.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金   3,112 9.8  3,632 10.4  3,645 10.6

Ⅴ 自己株式   △2 △0.0  △3 △0.0  △2 △0.0

  資本合計   9,184 28.8  9,626 27.7  9,921 28.8

  負債資本合計   31,880 100.0  34,791 100.0  34,461 100.0
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②【中間損益計算書】 

 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

  至 平成15年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日）

区分 
注記

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％)
金額(百万円) 

百分比 

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％)

Ⅰ 売上高  12,771 100.0 14,033 100.0  27,102 100.0

Ⅱ 売上原価  11,490 90.0 12,542 89.4  23,895 88.2

  売上総利益  1,280 10.0 1,491 10.6  3,206 11.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,657 13.0 1,695 12.1  3,256 12.0

  営業損失  376 2.9 204 1.5  49 0.2

Ⅳ 営業外収益 ※1 181 1.4 210 1.5  357 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※2 187 1.5 128 0.9  356 1.3

  経常損失  382 3.0 122 0.9  48 0.2

Ⅵ 特別利益 ※3 0 0.0 200 1.4  0 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4 222 1.7 328 2.3  225 0.8

  税引前中間（当期）純損失  605 4.7 251 1.8  274 1.0

  法人税、住民税及び事業税  6 6  186 

  法人税等調整額  △244 △237 △1.9 △109 △102 △0.7 △298 △111 △0.4

  中間（当期）純損失  367 2.9 148 1.1  162 0.6

  前期繰越利益  87  77   87

  退職手当積立金取崩額  184  －   184

  当期未処分利益又は中間未処

理損失（△） 

 

△95

 

△70

  

109
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 
  子会社株式及び関連会社株式    子会社株式及び関連会社株式 
   移動平均法による原価法     移動平均法による原価法 
  その他有価証券    その他有価証券 
   時価のあるもの 同  左    時価のあるもの 
    中間決算末日の市場価格等
に基づく時価法（評価差額
は、全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均法
により算定） 

     決算末日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は、全
部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により
算定） 

   時価のないもの     時価のないもの 
    移動平均法による原価法      移動平均法による原価法 
   
(2) たな卸資産 (2) たな卸資産 (2) たな卸資産 
   製 品  売価還元法による 
        原価法 
        但し、コンベヤは

個別法による原価
法 

   仕掛品  総平均法による 
        原価法 
        但し、コンベヤは

個別法による原価
法 

   原材料・貯蔵品 
        移動平均法による

原価法 

 
 

同  左 

 
 

同  左 

   
２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 
  定率法   
   但し、平成10年4月1日以降取
得した建物(附属設備は除く)に
ついては定額法によっている。
なお、耐用年数及び残存価額に
ついては、法人税法に規定する
方法と同一の基準によってい
る。 

 
同  左 

 
同  左 

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 
   
  営業権   営業権   営業権 
   商法規定の最長期間（５年
間）で均等償却している。 

   ５年間で均等償却している。 同  左 

   

  ソフトウェア 
   ソフトウェア（自社利用分）
については、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額
法によっている。 

  ソフトウェア 
    

同  左 

  ソフトウェア 
    

同  左 

   
  その他 
   定額法によっている。なお、
償却年数については、法人税法
に規定する方法と同一の基準に
よっている。 

  その他 
    

同  左 

  その他 
    

同  左 
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前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 
３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 
   売上債権、貸付金等の貸倒損
失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を勘案し
て回収不能見込額を計上してい
る。 

 
同  左 

 
同  左 

(2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 
   従業員に対して支給する賞与
の支出に充てるため、支給見込
額に基づき計上している。 

 
同  左 

 
同  左 

(3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるも
のであって、当期末における退
職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会計期間末
において発生していると認めら
れる額を計上している。なお、
会計基準変更時差異（3,978百
万円)については、10年による
按分額を費用処理している。 
   数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）に
よる按分額をそれぞれ発生の翌
期より費用処理している。 

 
同  左 

 

   従業員の退職給付に備えるも
のであって、当期末における退
職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当期末において発
生していると認められる額を計
上している。なお、会計基準変
更時差異（3,978百万円)につい
ては、10年による按分額を費用
処理している。 
   数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）に
よる按分額をそれぞれ発生の翌
期より費用処理している。 

 (4) 役員退職慰労引当金  

－ 
   役員の退職慰労金の支出に備
えて、役員退職慰労金規定に基
づく中間期末要支給額を計上し
ている。 

－ 

   
４ リース取引の処理方法 ４ リース取引の処理方法 ４ リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によ
っている。 

 
同  左 

 

 
同  左 
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前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 
５ ヘッジ会計の方法 ５ ヘッジ会計の方法 ５ ヘッジ会計の方法 
 ①ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理によってい
る。また、為替予約が付されて
いる外貨建金銭債権について
は、振当処理を行っている。 

   繰延ヘッジ処理によってい
る。また、為替予約が付されて
いる外貨建金銭債権について
は、振当処理を行っている。 
   金利スワップについては、特
例処理の要件を満たしているの
で、特例処理を採用している。

   繰延ヘッジ処理によってい
る。また、為替予約が付されて
いる外貨建金銭債権について
は、振当処理を行っている。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象  ②ヘッジ手段とヘッジ対象  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段 為替予約    ヘッジ手段 為替予約 

         金利スワップ 
   ヘッジ手段 為替予約 

   ヘッジ対象 外貨建金銭債権    ヘッジ対象 外貨建金銭債権
         借入金の利息 

   ヘッジ対象 外貨建金銭債権

 ③ヘッジ方針  ③ヘッジ方針  ③ヘッジ方針 
   外貨建取引に対するリスクヘ
ッジ手段としてのデリバティブ
取引として、為替予約取引を行
うものとしている。 

   為替予約については、外貨建
取引に対するリスクヘッジ手段
としてのデリバティブ取引とし
て、為替予約取引を行うものと
している。 
   金利スワップについては、借
入金の金利変動リスクを回避す
る目的で金利スワップ取引を行
っており、ヘッジ対象の識別は
個別契約毎に行っている。 

   外貨建取引に対するリスクヘ
ッジ手段としてのデリバティブ
取引として、為替予約取引を行
うものとしている。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法  ④ヘッジの有効性評価の方法  ④ヘッジの有効性評価の方法 
   ヘッジ開始時から有効性判定
時点までの期間において、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段の相場変動
の累計を比較し、両者の変動額
等を基礎にして判断している。 

   為替予約については、ヘッジ
開始時から有効性判定時点まで
の期間において、ヘッジ対象と
ヘッジ手段の為替相場の累計を
比較し、両者の変動額等を基礎
にして判断している。 
   金利スワップについては、リ
スク管理方針に従って、以下の
条件を満たす金利スワップを締
結している。   

   ヘッジ開始時から有効性判定
時点までの期間において、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段の相場変動
の累計を比較し、両者の変動額
等を基礎にして判断している。

   Ⅰ 金利スワップの想定元本と
長期借入金の元本金額が一致
している。 

  Ⅱ 金利スワップと長期借入金
の契約期間及び満期が一致し
ている。 

  Ⅲ 長期借入金の変動金利のイ
ンデックスと金利スワップで
受払いされる変動金利のイン
デックスが一致している。 

  Ⅳ 長期借入金と金利スワップ
の金利改定条件が一致してい
る。 

  Ⅴ 金利スワップの受払条件が
スワップ期間を通して一定で
ある。 

   従って、金利スワップの特例
処理の要件を満たしているの
で、中間決算日における有効性
の評価を省略している。 
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前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理の方法 (1) 消費税等の会計処理の方法 (1) 消費税等の会計処理の方法 

   税抜方式を採用している。な

お、「仮払消費税等」及び「仮

受消費税等」 は相殺し、流動

負債に「未払消費税等」として

表示している。 

   税抜方式を採用している。な

お、「仮払消費税等」及び「仮

受消費税等」 は相殺し、流動

負債の「その他」に含めて表示

している。 

   税抜方式を採用している。 

(2) 納付税額及び法人税等調整額 (2) 納付税額及び法人税等調整額  

   中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる圧縮積立金取崩しを前提と

して、当中間会計期間に係る金

額を計算している。 

   中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる圧縮積立金の積立及び取崩

しを前提として当中間会計期間

に係る金額を計算している。 

 

－ 
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会計処理の変更 

前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

 （役員退職慰労引当金の計上基準）  

 

 

 

－ 

  役員退職慰労金は、従来、支出

時の費用として処理していたが、

当期より役員退職慰労金規定に基

づく期末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更

した。この変更は、前事業年度及

び当事業年度における役員の異動

により多額の役員退職慰労金負担

が発生したことを機に、役員退職

時における一時的な支出の発生に

対処すること及び期間損益の適正

化、財務体質の健全化を図ること

を目的として行ったものである。

  この変更に伴い、当中間期の発

生額11百万円は販売費及び一般管

理費に、過年度分相当額119百万

円は特別損失に計上している。こ

の結果、従来の方法によった場合

に比べ、営業損失及び経常損失は

11百万円増加し、税引前中間純損

失は131百万円増加している。 

 

 

 

－ 

   

 

表示方法の変更 

前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

 （中間貸借対照表関係） 

 

－ 

  「土地」は、前中間期まで有形固定資産の「その

他」に含めて表示していたが、当中間期末におい

て、資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記

した。 

  なお、前中間期末の「土地」の金額は1,272百万

円である。 

  

   前中間期において区分掲記していた「未払消費税

等」（当中間期末30百万円）は、負債及び資本の合

計額の100分の５以下であるため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示した。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前事業年度末 

(平成16年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額         24,213百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額         25,039百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額         24,714百万円 

   

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

   有形固定資産のうち本社工場

財団抵当、福田工場財団抵当及

び不動産抵当として、短期借入

金1,280百万円、長期借入金

1,765百万円(うち420百万円

は、１年以内に返済予定の長期

借入金)及び社債3,500百万円の

発行に伴う銀行保証の担保に供

しているもの 

   建    物    816百万円 

   構  築  物     26 〃 

   機械及び装置   334 〃 

   土    地    486 〃   

      計      1,663百万円 

   投資有価証券のうち7,901百

万円は短期借入金2,540百万

円、長期借入金2,722百万円

（うち1,114百万円は１年以内

に返済予定の長期借入金）の担

保に供している。 

   有形固定資産のうち本社工場

財団抵当、福田工場財団抵当及

び不動産抵当として、短期借入

金1,280百万円、長期借入金

1,345百万円(うち90百万円は、

１年以内に返済予定の長期借入

金)及び社債3,500百万円(うち

1,500百万円は１年以内に償還

予定の社債）の発行に伴う銀行

保証の担保に供しているもの 

   建    物    726百万円

   構  築  物     24 〃 

   機械及び装置   326 〃 

   土    地    486 〃  

      計      1,564百万円

   投資有価証券のうち7,490百

万円は短期借入金2,540百万

円、長期借入金2,457百万円

（うち206百万円は１年以内に

返済予定の長期借入金）の担保

に供している。 

   有形固定資産のうち本社工場

財団抵当、福田工場財団抵当及

び不動産抵当として、短期借入

金1,280百万円、長期借入金

1,705百万円(うち420百万円

は、１年以内に返済予定の長期

借入金)及び社債3,500百万円の

発行に伴う銀行保証の担保に供

しているもの 

   建    物     781百万円

   構  築  物      25  〃 

   機械及び装置    331  〃 

   土    地     486  〃  

      計       1,624百万円

   投資有価証券のうち8,725百

万円は短期借入金2,540百万

円、長期借入金2,577百万円

（うち573百万円は１年以内に

返済予定の長期借入金）の担保

に供している。 

   

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

   下記関係会社の金融機関から

の借入に対し債務保証を行って

いる。 

  DAIDO CORPORATION 

  OF AMERICA 

        369百万円 

     （    3百万US$） 

    DAIDO SITTIPOL CO.,LTD. 

         986百万円 

     （  355百万BAHT） 

    P.T.DAIDO INDONESIA  

  MANUFACTURING 

        340百万円 

     （    3百万US$） 

   上記の保証債務は、中間会計

期間末日の為替相場により円換

算している。 

   下記関係会社の金融機関から

の借入に対し債務保証を行って

いる。 

  DAIDO CORPORATION 

  OF AMERICA 

        635百万円 

     （    5百万US$） 

    DAIDO SITTIPOL CO.,LTD. 

         859百万円 

     （  321百万BAHT） 

    P.T.DAIDO INDONESIA  

  MANUFACTURING 

        443百万円 

     （    3百万US$） 

   上記の保証債務は、中間会計

期間末日の為替相場により円換

算している。 

   下記関係会社の金融機関から

の借入に対し債務保証を行って

いる。 

  DAIDO CORPORATION 

  OF AMERICA 

        345百万円 

     （    3百万US$） 

    DAIDO SITTIPOL CO.,LTD. 

        921百万円 

     （  345百万BAHT） 

    P.T.DAIDO INDONESIA  

  MANUFACTURING 

        257百万円 

     （    2百万US$） 

   上記の保証債務は、決算日の

為替相場により円換算してい

る。 

   

 ４ 輸出手形割引高 234百万円  ４ 輸出手形割引高  76百万円  ４ 輸出手形割引高 281百万円 

   受取手形裏書譲渡高 

            228百万円 

   受取手形裏書譲渡高 

            209百万円 

   受取手形裏書譲渡高 

            330百万円 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息     23百万円    受取利息     16百万円    受取利息      42百万円

   受取配当金    42 〃    受取配当金    57 〃    受取配当金    76 〃 

   原材料売却益   32 〃    原材料売却益   44 〃    原材料売却益    69  〃 

   貯蔵品売却益   19 〃    貯蔵品売却益    6 〃    貯蔵品売却益   39 〃 

    為替差益     28 〃    不動産賃貸収入  50 〃 

    不動産賃貸収入  22 〃  

   

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息     57百万円    支払利息     60百万円    支払利息     118百万円

   社債利息     37 〃    社債利息     37 〃    社債利息     75 〃 

   為替差損     72 〃     為替差損      125  〃 

   

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目  

   車輌運搬具売却益   0百万円    国庫補助金収入  200百万円 － 
   

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

   車輌運搬具売却損  0百万円    建物解体費用   57百万円    役員退職慰労金 196百万円 

   車輌運搬具除却損  0 〃    役員退職慰労金   107 〃  

   機械装置売却損    2 〃    過年度役員退職慰労引当金繰入額  

   機械装置除却損    11 〃             119 〃  

   ゴルフ会員権評価損   

                       11 〃   

   役員退職慰労金   196 〃   

   

   

   

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

   固定資産   

    有形固定資産   513百万円     有形固定資産   525百万円     有形固定資産 1,073百万円

    無形固定資産   13 〃     無形固定資産   11 〃     無形固定資産   25 〃 

    投資その他の資産 4 〃   

   繰延資産   

    社債発行差金    0 〃     

      計        531百万円   
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 取得価額

相当額

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額(百

万円) 

中間期末

残高相当

額(百万

円) 

機械及び

装置 
22 17 5 

工具器具

及び備品 
381 233 148 

合計 404 250 153 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額相

当額(百

万円) 

中間期末

残高相当

額(百万

円) 

機械及び

装置 
22 20 2

工具器具

及び備品
281 184 96

合計 303 205 98

（注） 

     同  左 

 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額(百

万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

機械及び

装置 
22 18 3

工具器具

及び備品
392 266 126

合計 414 285 129

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定している。 

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   １ 年 内     64百万円 

   １ 年 超     89 〃   

    合 計     153百万円 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   １ 年 内      57百万円

   １ 年 超      40  〃  

    合 計       98百万円

（注） 

 

     同  左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

   １ 年 内     61百万円

   １ 年 超     68 〃   

    合 計     129百万円

（注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

 

   

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

   支払リース料   36百万円 

   減価償却費相当額  36 〃 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

   支払リース料    31百万円

   減価償却費相当額  31  〃 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

   支払リース料   71百万円

   減価償却費相当額 71 〃 

   

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 

     同  左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 

     同  左 
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（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成15年９月30日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

 

 当中間会計期間末（平成16年９月30日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

 

 前事業年度末（平成16年３月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

 

（１株当たり情報） 

  中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項なし。 

 

 

(2) 【その他】 

   該当事項なし。 

 

 
 

第６【提出会社の参考情報】 

   当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

 

   有価証券報告書及びその添付書類 

    事業年度    自 平成15年４月１日     平成16年6月30日 

   （第111期）    至 平成16年３月31日     北陸財務局長に提出 

 

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 

  該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 
平成 15 年 12 月 19 日

 

大同工業株式会社 

取締役会 御中 

 

朝日監査法人 

 

代表社員 

関与社員 
公認会計士 杉 本 隆 夫  ㊞

 

 
 当監査法人は、証券取引法第 193 条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大同工業株式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成 15 年４月１日から平成 15 年９月 30 日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、大同工業株式会社及び連結子会社の平成 15 年９月 30 日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成 15 年４月１日から平成 15 年９月 30 日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書

提出会社が別途保管している。 

 



独立監査人の中間監査報告書 
平成 16 年 12 月 20 日

 

大同工業株式会社 

取締役会 御中 

 

あずさ監査法人 

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 杉 本 隆 夫  ㊞

 

 
 当監査法人は、証券取引法第 193 条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大同工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成 16 年４月１日から平成 16 年９月 30 日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、大同工業株式会社及び連結子会社の平成 16 年９月 30 日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成 16 年４月１日から平成 16 年９月 30 日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労引当金の会計処理の方法を変更した。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書

提出会社が別途保管している。 

 



独立監査人の中間監査報告書 
平成 15 年 12 月 19 日

大同工業株式会社 

取締役会 御中 

 

朝日監査法人 

 

代表社員 

関与社員 
公認会計士 杉 本  隆 夫  ㊞

 

 

 当監査法人は、証券取引法第 193 条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大同工業株式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの第111期事業年度の中間会計

期間（平成 15 年４月１日から平成 15 年９月 30 日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、大同工業株式会社の平成 15 年９月 30 日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成 15 年４月１日から平成 15 年９月 30 日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書

提出会社が別途保管している。 

 

 

 



独立監査人の中間監査報告書 
平成 16 年 12 月 20 日

大同工業株式会社 

取締役会 御中 

 

あずさ監査法人 

 

指 定 社 員 

業務執行社員
公認会計士 杉 本  隆 夫  ㊞

 

 

 当監査法人は、証券取引法第 193 条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大同工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第112期事業年度の中間会計

期間（平成 16 年４月１日から平成 16 年９月 30 日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、大同工業株式会社の平成 16 年９月 30 日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成 16 年４月１日から平成 16 年９月 30 日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労引当金の会計処理の方法を変更した。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書

提出会社が別途保管している。 

 

 

 




